
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
脚体１の上端に取付けた座体３と、ばね４１等の弾性支持手段に抗して後傾動する背もた
れ４とを備え、前記背もたれ４を、人の背中を支持する背中支持部１２と人の腰部を支持
する腰支持部１３とで構成し、背中支持部１２と腰支持部１３とを別体に分離するか又は
屈曲自在に連接して成る椅子において、
前記腰支持部１３に上下方向に延びるリンク８を取付け、該リンク８の上端を背中支持部
１２に対して回動自在に係着し、リンク８の下端を、脚体１の上端に固着した支持フレー
ム２又は座体３に対して回動自在に係着し、背中支持部１２とリンク８とを、背中支持部
１２が後傾動するとリンク８が背中支持部１２に対して相対的に前向き突出するように設
定していることを特徴とする椅子における背もたれの支持構造。
【請求項２】
「請求項１」において、
前記座体３を、脚体１の上端に固着した支持フレーム２に後傾動自在及び後退動自在に取
付け、座体３の後端に後傾動自在に枢着した傾動部材１５の上部に、前記背中支持部１２
を前後回動自在となるように枢着し、更に、前記腰支持部１３が取付いたリンク８を、支
持フレーム２に向けて延びるように下向きに延長し、このリンク８の上下中途部を座体３
に対して前後回動自在に枢着し、リンク８の下端を支持フレーム２に前後回動自在に枢着
したことを特徴とする椅子における背もたれの支持構造。
【請求項３】
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「請求項１」において、
前記座体３を、脚体１の上端に固着した支持フレーム２に後傾動自在及び後退動自在に取
付ける一方、前記背中支持部１２を、支持フレーム２に後傾動自在に取り付けた傾動部材
１５に取付け、これら座体３と傾動部材１５とを、座体３の後傾動及び後退動と共に傾動
部材１５が後傾動するように連動せしめ、更に、前記腰支持部１３が取付いた主リンク８
と支持フレーム２とを、回動自在な第１補助リンク２３で連結したことを特徴とする椅子
における背もたれの支持構造。
【請求項４】
「請求項１」において、
前記座体３を、脚体１の上端に固着した支持フレーム２に後傾動自在及び後退動自在に取
付ける一方、前記背中支持部１２を、支持フレーム２に後傾動自在に取り付けた傾動部材
１５に取付け、これら座体３と傾動部材１５とを、座体３の後傾動及び後退動と共に傾動
部材１５が後傾動するように連動せしめ、更に、支持フレーム２に、側面視で斜め上方に
向けて後傾状に延びるをガイド部材４５を設け、このガイド部材４５に、前記腰支持部１
３が取付いた主リンク８の下端を、ガイド部材４５の長手方向に沿って摺動自在しつつ回
動するように係着したことを特徴とする椅子における背もたれの支持構造。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、椅子における背もたれの支持構造に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
一般の椅子においては、背もたれの全体が後傾するように構成されているが、単に背もた
れが後傾するに過ぎない構成では、背もたれに凭れ掛かったロッキング時に人の腰に対す
る支持がおろそかになって、腰椎や脊髄に負担をかける場合があった。
【０００３】
そこで、椅子の背もたれを、人の背中を支持する背中支持部と腰部（或いは臀部）を支持
する腰支持部とで構成し、人が背もたれにもたれ掛かったロッキング時に腰支持部を相対
的に前向き突出させることにより、上半身を起こした執務状態で適正な姿勢を保持しつつ
、ロッキング時に上半身を安定した状態で支持することが考えられている。
【０００４】
この具体的手段として、例えば本願出願人の先願に係る特開平７－９５９１１　号公報や
特開平７－９５９１３　号公報、特開平７－１５５２３３号公報には、脚体の上端に固着
した支持フレームに斜め上向きの後傾状に延びるガイド部材を取り付けて、このガイド部
材によるガイド作用を利用して、背中支持部の後傾動に連動して腰支持部を側面視で引き
伸ばすように変形させることが開示されている。
【０００５】
また、同様に本願出願人の先願に係る特開平７－１６３４３６号公報や特開平７－１８４
７４１号公報には、背中支持部の後傾動に連動して変形する弾性部材を利用して、腰支持
部を前向きに突き出すことが開示されている。
【０００６】
【発明が解決しようとする課題】
しかし、特開平　７－９５９１１号、同　７－９５９１３号、同７－１５５２３３号の各
公報のようにガイド部材を使用して腰支持部を変形させるものでは、非ロッキング状態で
の身体の適切な支持のためには腰支持部をあまり変形し易い状態にできないため、ロッキ
ング時における腰支持部の変形が背もたれの後傾動に対する抵抗として作用し、このため
ロッキング時に背中支持部及び腰支持部を円滑に後傾動させ難い虞があった。
【０００７】
また、特開平７－１６３４３６号公報や特開平７－１８４７４１号公報のように弾性部材
を使用して腰支持部を押し出すものでは、ロッキング時の身体の反力による弾性部材の戻
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り変形を防止するためには当該弾性部材の弾性力を変形しにくくしなければならず、かく
すると、背もたれの円滑な後傾動が阻害されることになり、これまた、背もたれの円滑な
後傾動と身体の適切な支持とが相反するのであった。
【０００８】
本発明は、背もたれを背中支持部と腰支持部とに形成してロッキング時にこれらを相対動
させるにおいて、腰支持部によって身体をしっかりと支持す機能を損なうことなく、背も
たれを円滑に傾動させることを目的とするものである。
【０００９】
【課題を解決するための手段】
この目的を達成するため本発明では、
「脚体の上端に取付けた座体と、ばね等の弾性支持手段に抗して後傾動する背もたれとを
備え、前記背もたれを、人の背中を支持する背中支持部と人の腰部を支持する腰支持部と
で構成し、背中支持部と腰支持部とを別体に分離するか又は屈曲自在に連接して成る椅子
において、
前記腰支持部に上下方向に延びるリンクを取付け、該リンクの上端を背中支持部に対して
回動自在に係着し、リンクの下端を、脚体１の上端に固着した支持フレーム又は座体に対
して回動自在に係着し、背中支持部とリンクとを、背中支持部が後傾動するとリンクが背
中支持部に対して相対的に前向き突出するように設定する」
の構成にした。
【００１０】
【発明の実施形態】
次に、本発明の実施形態を図面に基づいて説明する。
▲１▼．第１実施形態（図１～図６）
図１～図６で第１実施形態を示しており、このうち図１は椅子の縦断側面図、図２は図１
のＩＩ－ＩＩ視断面図、図３は図１のＩＩＩ－ＩＩＩ　視断面図、図４は図１のＩＶ－Ｉ
Ｖ視断面図、図５は図１のＶ－Ｖ視断面図、図６のうち（Ａ）　はロッキング状態を示す
図、（Ｂ）　は構成部材の側面図である。
【００１１】
この椅子は、脚体１と、脚体１の上端に固着した支持フレーム２と、該支持フレーム２に
取付けたクッション付き座体３と、後傾動自在なクッション付き背もたれ４とを備えてい
る。
前記支持フレーム２は正面視上向き開口コ字状に形成されている。他方、図３に明示する
ように、座体３は、正面視で支持フレーム２の左右側板２ａの間に位置した座受け体５に
固着されており、座受け体５の側板を支持フレーム２における側板２ａの前端部に水平状
の第１軸６によって枢着している。この場合、第１軸６を嵌めるために支持フレーム２の
側板２ａに穿設した第１枢支穴７を側面視で円弧状の長孔に形成している。従って、座体
３は後傾動しつつ後退動し得る。
【００１２】
座受け体５の後端寄り部位と支持フレーム２とはリンク８によって連結されている。この
リンク８は、図６（Ｂ）　にも示すように、前向き凸となるように側面視く字状に屈曲し
ており、その上下中途部を第２軸９によって座受け体５に枢着し、下端を第３軸１０によ
って支持フレーム２に枢着している。
前記背もたれ４は、合成樹脂製や金属体製等の基板（シェル）１１にクッションを設けた
構造になっている。この場合、基板１１を上下に分離することにより、背もたれ４を、人
の背中を支持する背中支持部１２と人の腰を支持する腰支持部１３とに形成して、腰支持
部１３と背中支持部１２とが屈曲し得るようにしている。なお、背中支持部１２と腰支持
部１３との基板１０を完全に分離せずに、両者の連接部を細巾に形成する等して、背中支
持部１２と腰支持部１３とが屈曲自在となるようにしても良い。或いは、背中支持部１２
と腰支持部１３とを完全に分離しても良い。
【００１３】
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図１に示すように、人が背もたれ４にもたれ掛かっていない自由状態で、腰支持部１３が
前傾状の姿勢になるように設定している。すなわち、自由状態での背もたれ４を、前向き
凸の状態で側面視く字状の形態に形成している。
図２に示すように、背中支持部１２の背面には平面視後ろ向きコ字状等のブラケット板１
４が固着されており、ブラケット板１４の側板の上端部と前記座受け体５の後端とを傾動
部材１５によって連結している。傾動部材１５の上端はブラケット板１４の側板に対して
第４軸１６によって枢着されており、傾動部材１５の下端は座受け体５に対して第５軸１
７で枢着されている。また、図４に明示するように、傾動部材１５は平面視で後ろ向き開
口コ字状に形成されている（単なる板状又は棒状でも良い）。
【００１４】
前記リンク８の上部は図４に示すように平面視後ろ向き開口コ字状に形成されており、こ
のリンク８の上部を前記腰支持部１３に固着している。また、リンク８の上端は、前記背
中支持部１２におけるブラケット板１４の側板に第６軸１８によって回動自在に枢着され
ている。図１の通り、第２軸９よりも第５軸１７が後方に位置している。
【００１５】
図１及び図５に示すように、第６軸１８を嵌めるためにブラケット板の下端に設けた枢支
穴１９は、上下方向に延びる長穴に形成している。
第２軸９と第６軸１８との間隔寸法よりも、第４軸１６と第６軸１８の間隔が遙に大きく
なるように設定している。また、第２軸９と第３軸１０との間隔寸法よりも、第２軸２と
第６軸１８との間隔寸法が大きくなるように設定している。また、背中支持部１２と腰支
持部１３とが側面視く字状に屈曲しているため、背中支持部１２（ブラケット板１４）と
リンク８（腰支持部１３）とは側面視でほぼＳ字状の形状をなしている。
【００１６】
図示していないが、背もたれ４の後傾動及び座体３の後傾動はばね等の弾性支持手段によ
って弾性的に支持される。この場合、背もたれ４と座体３とを別々の弾性支持手段で支持
しても良いし、一つの弾性支持手段で支持しても良い。なお、弾性支持手段は、単に椅子
に腰掛けただけでは変形せず、背もたれ４にもたれ掛かって大きなモーメントが生じると
変形するようなばね力に設定している。
【００１７】
以上の構成において、図６に示すように、人が背もたれ４にもたれ掛かると、背もたれ４
は全体として後ろ向きに移動しながら後傾動し、これに連動して座体３も支持フレーム２
の第１枢支穴７にガイドされて後退動しつつ後傾動する。そして、座体３の後傾動及び後
退動に伴ってリンク８が後傾する。
この場合、座体３が後退動及び下降動しつつ後傾動するため、座体３の後傾角度よりもリ
ンク８の後傾角度が大きくなり、その結果、背中支持部１２と座体３との成す角度が大き
くなる。また、傾動部材１５の下端が座受け体５に枢着されているため、リンク８が回動
すると、リンク８の上部と傾動部材１５とが相対的に接近動することになり、その結果、
腰支持部１３が背中支持部１２に対して相対的に前向きに突出して、背中支持部１２と腰
支持部１３とが側面視で直線状に延びる状態になる。これにより、人の上半身に背もたれ
４がフィットし、安定した状態に支持される。
【００１８】
実施形態のように、ロッキング状態で背もたれ４が側面視で直線状に延びる姿勢になるよ
うに設定すると、恰かも布団に寝ているような状態になるため、快適な安楽状態を確保で
きる。なお、場合によっては、腰支持部１３が更に前向き突出して背もたれ４が全体とし
て前向き凹のく字状になるように設定しても良い。
そして、リンク８は背もたれ４の後傾動に連動して確実に回動するから、腰支持部１３を
背中支持部１２に対して相対動させることが確実になると共に、リンク８に腰支持部１３
を取り付けたものであるから、腰支持部１３が背もたれ荷重の反力で後退動するようなこ
ともなく、腰を安定した状態に支持できるのである。
【００１９】
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▲２▼．第２実施形態（図７～図１０）
図７～図１０では第２実施形態を示しており、このうち図７は椅子の縦断正面図、図８は
図７のＶＩＩＩ－ＶＩＩＩ視断面図、図９は図７のＩＸ－ＩＸ視背面図、図１０はロッキ
ング状態を示す縦断側面図である。なお、第１実施形態と同じ部材は同じ符号を付してお
り、必要がない限り説明も省略している。
【００２０】
この実施形態でも、座受け体５の前部を、支持フレーム２における側板２ａの前部に形成
した円弧状の第１枢支穴７に第１軸６によって枢着している。他方、この実施形態では、
傾動部材１５を側面視略く字状に形成して、その下端を支持フレーム２における左右側板
２ａの前寄り部位に第７軸２１によって枢着すると共に、傾動部材１５を、座受け体５の
左右側板に第８軸２２によって枢着している。従って、傾動部材１５の後傾動に連動して
、座体３は第１枢支穴７にガイドされて後傾動及び下降動しつつ後退動する。
【００２１】
傾動部材１５の上端には背中支持部１２を固着している。傾動部材１５の上部は平面視後
ろ向き開口コ字状に形成されている。
この実施形態では背もたれ４は背中支持部１２と腰支持部１３とに完全に分離しており、
腰支持部１３の背面に主リンク８を固着している。主リンク８は平面視で後ろ向き開口コ
字状に形成されており（他の断面形態でも良い）、主リンク８の下端に、第１補助リンク
２３の上端を第９軸２４によって回動自在に枢着している。第１補助リンク２３の下端は
、支持フレーム２の側板２ａに第１０リンク２５によって回動自在に枢着されている。
【００２２】
更に、前記主リンク８を腰支持部１３よりも上方に突出させて、この上向き突出部８ａの
上端を、傾動部材１５の上端に第１１軸２６によって回動自在に枢着している。この場合
、主リンク８の上向き突出部８ａを側面視で前向き凹状に形成することにより、第１１軸
２６回りに傾動部材１５と主リンク８とが回動すると、背中支持部１２の下端部が主リン
ク８における上向き突出部８ａの前向き凹所に嵌まり込むように設定している。
【００２３】
言うまでもないが、傾動部材１５の後傾動及び座体３の後傾動等は弾性支持手段によって
支持されている。
上記の構成において、図１０に示すように、人が背もたれ４にもたれ掛かると、背もたれ
４及び傾動部材１５が後傾動し、これに連動して、座体３は後退動及び下降動しつつ後傾
動する。そして、傾動部材１５の後傾動によって第１補助リンク２３が前傾するため、腰
支持部１３が背中支持部１２に対して相対的に前向き突出し、これにより、人の腰が腰支
持部１３によって安定した状態に支持される。また、背中支持部１２の下端部が主リンク
８の上向き突出部に嵌まり込むことにより、腰支持部１３の相対的な前向き突出が許容さ
れる。
【００２４】
この実施形態においても、リンク機構によって腰支持部１３は背中支持部１２に連動して
確実に作動する。
この実施形態においては、腰支持部１３の相対的な前向き突出量は、第９軸２４と第１１
軸２６との間隔寸法Ｌに依存する。従って、例えば、第１補助リンク２３として長さの異
なるものを複数本用意しておき、第９軸２４の高さ位置を変えることにより、背中支持部
１２の後傾動に対する腰支持部１３の相対的前向き突出量の比を変更することができる。
【００２５】
或いは、例えば、第１補助リンク２３として長いものを用意しておいて、主リンク８に、
第９軸２４が嵌まる枢支穴を上下方向に沿って適宜個数穿設しておくことにより、第１補
助リンク２３の上端の枢着位置を変更するなどして、部材を交換することなく腰支持部１
３の前向き突出量を調節するようにしても良い。
この実施形態のように、主リンク８の上向き突出部８ａに背中支持部１２の下端が入り込
む形態にすると、簡単なリンク機構を利用して腰支持部１３を確実に前向き突出させるこ
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とができる利点がある。
【００２６】
▲３▼．第３実施形態（図１１）
図１１に示す第３実施形態は前記第２実施形態の変形例である。この実施形態では、支持
フレーム２の前端部と座受け体５の前端部とを第２補助リンク２８、第１２軸２９及び第
１３軸３０によって連結することにより、座体３が後退動及び下降動しつつ後傾動するよ
うに構成している。他の構成は第２実施形態と同じである。
【００２７】
▲４▼．第４実施形態（図１２～図１５）
図１２～図１５は第４実施形態を示すもので、このうち図１２（Ａ）　は椅子の縦断側面
図、図１２（Ｂ）　は傾動部材１５の縦断側面図、図１３は図１２のＸＩＩＩ－ＸＩＩＩ
視断面図、図１４は図１２のＸＩＶ－ＸＩＶ　視背面図、図１５はロッキング状態の側面
図である。
この実施形態では、座受け体５を、支持フレーム２の前端部に対して第２補助リンク２８
及び第１２軸、第１３軸を介して取付けている。従って、座体３は下降動及び後退動しつ
つ後傾動し得る。
【００２８】
また、図１２（Ｂ）　に示すように、傾動部材１５を略上向き鉤状に形成して、その上端
に背中支持部１２を固着する一方、傾動部材１５の前端部を、前記第１３軸３０によって
支持フレーム２に枢着している。傾動部材１５の前端を斜め下向きに突出しており、この
前向き突出部１５ａ　に、前記第１３軸３０が嵌まる長孔３２を形成している。
更に、腰支持部１３に固着した主リンク８の上端を第１４軸３３にて傾動部材１５に枢着
し、主リンク８の下端を座受け体５に第１５軸３４にて枢着している。また、前記第１５
軸３４にて、第１補助リンク２３の上端を座受け体５及び主リンク８に枢着し、第１補助
リンク２３の下端を第１６軸３５にて支持フレーム２に枢着している。
【００２９】
この実施形態では背中支持部１２と腰支持部１３とは完全に分離しており、自由状態で腰
支持部１３が前傾状態になるように設定している。従って、背中支持部１２と腰支持部１
３（主リンク８）と第１補助リンク２３とは側面視で略Ｓ字状を成すように屈曲した姿勢
になっている。
なお、この実施形態及び他の実施形態において、主リンク８の上端を傾動部材１５に枢着
することには限らず、背中支持部１２に設けたブラケット片等に枢着するなどしても良い
。
【００３０】
以上の構成において、図１５に示すように、人が背もたれ４にもたれ掛かると、傾動部材
１５は後傾動すると共に、先端の長孔３２にガイドされて後退動し、これに連れて、座体
３は、第１補助リンク２３の回動により、後退動及び下降動しつつ後傾動する。この場合
、背中支持部１２は傾動部材１５と共に大きく後退動するのに対して、腰支持部１３の下
端は第１補助リンク２３によって後退動が規制されているため、腰支持部１３は背中支持
部１２に対して相対的に前向きに突出すことになり、背中支持部１２が回動し切った状態
では、背中支持部１２と腰支持部１３とが側面視で直線状に延びる状態になる。
【００３１】
従って、第１実施形態と同じように、上半身は恰かも布団で寝ているような状態になり、
上半身を安定した状態に支持できる。なお、本実施形態及び他の実施形態において、図示
していないが、背もたれ４や座体３の回動範囲を規制するためのストッパー手段を設けて
いる。
なお、第１補助リンク２３の長さと主リンク８の長さの比率を変更すると、背中支持部１
２に対する腰支持部１３の相対的な前向き突出量を変更できる。
【００３２】
▲５▼．第５実施形態（図１６～図２１）
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図１６～図２１では第５実施形態を示している。図１６のうち（Ａ）　は椅子の縦断側面
図、（Ｂ）　は座体３と支持フレーム２との分離断面図、図１７のうち（Ａ）　は傾動部
材１５と主リンク８との分離断面図、（Ｂ）　は（Ａ）　のＢ－Ｂ断面図、（Ｃ）　は（
Ａ）　のＣ－Ｃ　断面図、図１８は図１６のＸＶＩＩＩ－ＸＶＩＩＩ　視断面図、図１９
は図１６のＸＩＸ－ＸＩＸ　視断面図、図２０は図１６のＸＸ－ＸＸ視背面図、図２１は
ロッキング状態の縦断側面図である。
【００３３】
この実施形態では、座受け体５は第１実施形態と同様に支持フレーム２に設けた第１枢支
穴７に第１軸６によって回動自在に枢着されている。また、傾動部材１５は側面視略Ｌ字
状に形成されており、その上端部に背中支持部１２を固着している。また、傾動部材１５
の前端部は第１７軸３７によって支持フレーム２に枢着されている。更に、傾動部材１５
のうち第１７軸１７よりもやや後方の部位を、座受け体５に対して第１８軸３８によって
枢着している。
【００３４】
従って、傾動部材１５が後傾動すると、座体３は第１枢支穴７にガイドされて、下降動及
び後退動しつつ後傾動する。
傾動部材１５の前端は下向きに突出させており、左右の下向き突出部の下端に装架したバ
ー３９に後ばね受け４０を被嵌して、この後ばね受け４０により、弾性支持手段の一例と
してのコイルばね４１を支持している。コイルばね４１の前端は前ばね受け４２で支持さ
れており、前ばね受け４２は、くさび形の調節具４３で支持されている。図１８，２０　
も参照）。
【００３５】
図１６，　図１７，　図２０に示すように、背中支持部１２の下端と腰支持部１３の上端
とは蝶番４４によって回動自在に連結されている（他の枢着手段でも良い）。
他方、前記支持フレーム２の後端には、側面視で斜め上向きの後傾状に延びるガイド体４
５が固着されており、このガイド体４５に、座体３向けて凹となる円弧状のガイド穴４６
を形成し、このガイド穴４６に、左右主リンク８の下端に装架した第１９軸４７を摺動自
在に挿通している。すなわち、第１９軸４７をガイド体４５に対して回動自在及び摺動自
在に係着している。
【００３６】
主リンク８は、座体３に干渉しないよう略く字状に形成している。また、座体３の後端は
やや跳ね上がるような状態で湾曲している。また、背もたれ荷重が作用していない状態で
背中支持部１２は後傾姿勢となる一方、腰支持部１３はほぼ鉛直状に延びており、背もた
れ４は全体としてく字状の形態になっている。
以上の構成において、図２１に示すように、人が背もたれ４にもたれ掛かると、傾動部材
１５が第１７軸３７を中心にして後傾動し、これに連動して、座体３は後退動及び下降動
しつつ後傾動する。
【００３７】
また、主リンク８の下端がガイド体４５のガイド穴４７にガイドされながら後退すること
により、腰支持部１３は、全体として後傾動しつつ背中支持部１２に対して相対的に前向
きに突出して行き、背もたれ４を後傾させ切った状態では、背中支持部１２と腰支持部１
３と側面視で直線状に延びる状態になる。これにより、人の上半身を安定した状態に支持
できる。
【００３８】
以上、本発明の実施形態を説明したが、本発明は更に他の種々の形態に具体化できる。例
えば、座体３は固定式でも良いし、後傾動のみする構成でも良い。
【００３９】
【発明の奏する効果】
以上のように本発明は、単純なリンク機構を利用して背中支持部と腰支持部とを相対動さ
せるものであるから、背中支持部に作用した背もたれ荷重をリンクの回動に確実に変換す

10

20

30

40

50

(7) JP 3553301 B2 2004.8.11



ることができ、従って、前記従来技術のように腰支持部を変形させるものや弾性部材を変
形させるものに比べて、背もたれの後傾動に連動して腰支持部を相対動させる確実に行う
ことができる。
【００４０】
そして、腰支持部はリンクで支持しているものであるから、人の反力によって腰支持部及
びリンクが変形することはなく、従って、腰支持部を人の腰にフィットさせた状態で、人
の上半身を安定した状態に支持できる。
【図面の簡単な説明】
【図１】第１実施形態に係る椅子の縦断側面図である。
【図２】図１のＩＩ－ＩＩ視断面図である。
【図３】図１のＩＩＩ　－　ＩＩＩ視断面図である。
【図４】図１のＩＶ－ＩＶ視断面図である。
【図５】図１のＶ－Ｖ視断面図である。
【図６】（Ａ）　はロッキング状態を示す図、（Ｂ）　は構成部材の側面図である。
【図７】第２実施形態に係る椅子の縦断正面図である。
【図８】図７のＶＩＩＩ－ＶＩＩＩ視断面図である。
【図９】図７のＩＸ－ＩＸ視背面図である。
【図１０】ロッキング状態を示す縦断側面図である。
【図１１】第３実施形態を示す図である。
【図１２】第４実施形態を示すもので、（Ａ）　は椅子の縦断側面図、（Ｂ）　は傾動部
材の縦断側面図である。
【図１３】図１２のＸＩＩＩ－ＸＩＩＩ視断面図である。
【図１４】図１２のＸＩＶ－ＸＩＶ視背面図である。
【図１５】ロッキング状態を示す側面図である。
【図１６】（Ａ）　は第５実施形態に係る椅子の縦断側面図、（Ｂ）　は部材の分離図で
ある。
【図１７】構成部材を示す図である。
【図１８】図１６のＸＶＩＩＩ－ＸＶＩＩＩ　視断面図である。
【図１９】図１６のＸＩＸ－ＸＩＸ　視断面図である。
【図２０】図１６のＸＸ－ＸＸ視背面図である。
【図２１】ロッキング状態の縦断側面図である。
【符号の説明】
１　　脚体
２　　支持フレーム
３　　座体
４　　背もたれ
５　　座受け体
８　　リンク（主リンク）
１２　　背中支持部
１３　　腰支持部
１５　　傾動部材
２３　　第１補助リンク
４１　　コイルばね
４５　　ガイド体
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【 図 １ 】

【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】

【 図 ５ 】 【 図 ６ 】
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【 図 ７ 】 【 図 ８ 】

【 図 ９ 】

【 図 １ ０ 】

【 図 １ １ 】

【 図 １ ２ 】

(10) JP 3553301 B2 2004.8.11



【 図 １ ３ 】

【 図 １ ４ 】

【 図 １ ５ 】

【 図 １ ６ 】 【 図 １ ７ 】
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【 図 １ ８ 】

【 図 １ ９ 】

【 図 ２ ０ 】

【 図 ２ １ 】
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